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１．はじめに
佐賀低平地における地域高規格道路「有明海沿
岸道路」は，切土を伴わない道路建設のために盛
土材料のほとんどが外部からの調達を余儀なくさ
れる．他方，有明海湾奥部に注ぐ河川やクリーク，
さらに同海域の港湾や漁港では，これらの機能を
低下させる浮泥・底泥の処理対策が恒久的課題に
なっている．筆者らの属する研究グループは，こ
の浮泥・底泥を道路盛土材料として有効利用する
ことで，上述した課題の一挙両得的な解決が図れ
ないか検討してきている１）．
本報ではまず，港湾・漁港における浮泥・底泥
の分布調査，原位置試験，および室内試験を実施
し，安定処理特性を調べた結果について述べる．
次に，浮泥・底泥が道路盛土材料に至るまでの安
定処理プロセスには種々のパターンが存在し，コ
ストの算出が難しいとの現状に鑑み，既往の施工
経験に関するヒアリング調査などに基づいて実現
可能な安定処理プロセスの整理を試み，これに伴
うコストの算出を試みた結果について述べる．
２．港湾・漁港における浮泥・底泥の浚渫
土量，基本特性および安定処理特性
 港湾・漁港における浚渫土量の試算
有明海湾奥部では，河川・クリーク・港湾・漁
港が浚渫箇所の対象になる．各管理機関へのヒア
リングを行った結果，河川については浮泥・底泥
の堆積変化を伴う河床がそのまま固定床として考
えられているところがあり，その浚渫を行っての
利用は必ずしも有効利用とは呼べない場合もある
ことなどがわかった．
また，有明海湾奥部のような干満差の著しい場
所では，港湾，漁港の明確な区別をつけにくい．
港湾とは，生活必需品などを船で海運するための
港や海洋レジャーに使用されるマリーナ等のこと
を指す（図‐１における斜線部分）．漁港とは，漁
業根拠地となる水域および陸域ならびに施設の総
合体である（図‐１における黒ぬり部分）．
有明海湾奥部には港湾・漁港が計３１ヵ所あり，
総面積を求めると約１，８００万である．これらに
対して既存工法である深さ１の浚渫を行った場
合，単純に約１，８００万の浚渫土が生じることに
なる．例えば有明海沿岸道路が幅１８．５，高さ５．５
，１．８勾配の盛土の想定のもとで造成される場
合，物理的・化学的改良により実容量が変化する
可能性などのことを見込んでも，約５５分の量を
補える試算になる．
 浮泥・底泥の基本特性に関する原位置試験と
室内試験
図‐１に示す諸富・福所江両漁港を対象に，原
位置試験と室内試験を実施した．諸富漁港におけ
る浮泥・底泥は干潮による露呈時に歩行可能な状
態にあり，福所江漁港の場合は極めて軟弱なペー
スト状で歩行不可能な状態にあった．
図‐２，に諸富漁港の略図とポータブル
コーンペネトロメーターによる地層断面図を示す．
図‐３，には福所江漁港の場合の結果を示し
た．ポータブルコーンペネトロメーターによる結
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図‐１ 有明海湾奥部における港湾・漁港の分布
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図‐２ 諸富漁港の略図
図‐２ 諸富漁港の地層断面図
図‐３ 福所江漁港の略図
図‐３ 福所江漁港の地層断面図
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果から，対象漁港の地層は均質な粘土分で構成さ
れているのがうかがえる．福所江漁港の浮泥・底
泥は特に軟弱であることがうかがえ，前述の歩行
経験がよく表れている．図‐４，５に両漁港にお
ける浮泥・底泥の室内土質試験結果を示す．諸富
漁港の液性指数 IL≒１，鋭敏比 St≒４．２，福所江
漁港の IL＞１，St≒２．５を示す結果を得た．両漁
港における浮泥・底泥の塩濃度は６～８／Lで
あったことから，日野ら２）による佐賀低平地の沖
積粘土の分類によれば，前者の鋭敏性は２次的な
地盤環境の変化を伴う蓮池層上部として，後者は
堆積当初の蓮池層上部として区分され，後述する
安定処理特性の違いの根拠になる可能性がある．
 浮泥・底泥の安定処理特性
諸富・福所江両漁港から３月期と９月期に採取
した浮泥・底泥に種々の添加材を加えた場合の安
定処理特性を調べた．図‐６，７は，添加材と養
生日数ごとのquとその強度発現を示したものであ
り，試料の採取時期，添加材の種類と量の違いに
よるquと強度発現に違いが認められた．このよう
に両漁港の結果に違いが認められるのは，前節で
述べた浮泥・底泥に認められる地域的な性質の違
いが関与していると考えられる．当該検討におい
ては，諸富漁港における浮泥・底泥では２成分石
灰による結果が，福所江漁港の場合は添加材を問
わない形で安定処理後の盛土材料としての性能３）
を満たす可能性があると考えられる．
３．土量変化率と地盤環境特性
 試料土および実験方法
実験に用いた佐賀市本庄江河口の浮泥・底泥の
物理化学的性質を表‐１に示す．添加材には酸化
マグネシウム（以後MgOと称す），生石灰およ
び高炉セメントB種の３種類を用いた．それぞれ
の化学的成分を表‐２に示す．以後の実験では，
試料土採取時の自然含水比１８１．７％に調整して
図‐４ 諸富漁港における浚渫土の性質
図‐５ 福所江漁港における浚渫土の性質
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行った．
実験方法として，自然含水比に調整した試料土
と添加材を十分に撹拌・混合し，タッピングして
気泡除去し，φ５０×１００モールドに入れて質量
を測定した．しかる後に土量変化率を算出した．
ヒアリング調査の過程で土量変化率はコスト面に
及ぼす影響が大きい要因として考えられるにも関
わらず，これまでに検討事例が皆無との現場の声
に対応したものである．ここで土量変化率は，（未
処理土の体積＋固化材の体積）／（改良土の体積）
と定義した．次に，２０℃恒温室内で湿潤養生後，
一軸圧縮試験を行った．また，配合直後（２時間
後）と７日養生後の改良土を用い，環境庁告示第
４６号に基づき鉛・六価クロム・ヒ素・フッ素・ホ
ウ素の各溶出試験を行った．
 実験結果
図‐８にそれぞれの添加材を５０および１００／
添加した場合の土量変化率を示す．生石灰では前
者の添加量で０．９６，後者で０．９４を示し，以下同様
に高炉セメントB種では０．９５と０．９３，MgOの場
合は逆に１．２１と１．２５との結果を示した．生石灰と
高炉セメントB種は添加量が増えるにつれて土量
変化率が減少するのに対し，MgOの場合は添加
量が増えるにつれて増加する傾向が認められた．
生石灰および高炉セメントB種の場合は試料土の
水分と反応して生成された水和物４）が安定処理後
自然含水比（％） １８１．７
土粒子密度（／） ２．５９
液性限界（％） １４７
塑性限界（％） ４８．６
塑性指数 ９８．４
pH ７．６
塩濃度（／l NaCl） １．７
粒
度
組
成
礫分（％） ０．０
砂分（％） ０．２
シルト分（％） ８７．２
粘土分（％） １２．６
表‐２ 安定材の化学的成分
種類
試験項目
MgO 生石灰 高炉セメント
B類
密度（／） － － ３．０４
比表面積（／） － － ３．８８０
化学組成（％）
SiO２ ０．１８ ２．１３
石膏
・スラグ
Al２O３ ０．０６
Fe２O３ ０．１
CaO ０．５５ ９５．３６
MgO ８２．６ － ３．０５
SO３ － － １．９３
表‐１ 本庄江河口における浮泥・底泥の物理化学的性質
図‐６ 諸富漁港における浮泥・底泥の安定処理特性
図‐７ 福所江漁港における浮泥・底泥の安定処理特性
図‐８ 土量変化率
図‐９ 一軸圧縮強さと安定材添加量の関係
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の体積の減少に関与していると考えられる．藤原
ら５）によれば，MgO安定処理土ではアルミン酸系
マグネシウム水和物が強度発現に関与しているこ
とが示されており，この水和物が体積膨張する性
質をもたらすものと考えられる．
図‐９に，３日養生の添加材添加量と一軸圧縮
強さの関係を示す．生石灰と高炉セメントB種を
比較すると，５０／では生石灰の一軸圧縮強さ
が大きいのに対し，７０／でほぼ同値に，１００
／で高炉セメントB種の値が大きくなる．MgO
の場合は他の添加材に比べて全体的に強度発現が
抑えられ，１００／で生石灰の０．３６倍，高炉セメ
ントB種の０．２６倍の値となった．これらのことか
ら，MgOの添加のみで所定の強さが要求される
場合は，生石灰や高炉セメントB種の１．５～２倍
添加することにより強度発現を補う必要がある．
図‐１０，１１に改良直後および７日養生後の添加
材添加量と溶出量の結果を示す．未処理土の溶出
結果を実線で併記した．まず，いずれの第二種特
定有害物質も土壌環境基準を下回る結果を得た．
その上で細かく検討すると，鉛・ヒ素・フッ素・
ホウ素については改良直後の全ての添加材で未処
理土の溶出量よりも小さかったが，７日養生後で
は未処理土の溶出量を超える値が得られたものも
あった．また，六価クロムについては未処理土で
は検出されなかったのに対し，高炉セメントB種
のみ改良直後の溶出量が添加量の増加に伴い増加
したが，７日養生後には検出されなかった．
４．安定処理プロセスの整理とコストの試
算
 浚渫から施工までのプロセス
周知のように，浚渫土や発生土の有効利用に際
しては，安定処理強さに関する目安としてコーン
指数 qc＝４００kN／以上や qc＝５００～７００kN／と記
図‐１０ 改良後２時間の溶出結果 図‐１１ ７日養生後の溶出結果
図‐１２ 浚渫泥を改良して盛土施工するまでのプロセス
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されている６），７）が，これらは安定処理プロセスに
おけるどの時点の強さを示すことになるのか曖昧
な点が残される．
既往の施工経験に関するヒアリング調査などに
基づいて，浮泥・底泥を改良して盛土施工するま
でのプロセスとして，図‐１２に示す３つのタイプ
に整理した．直送施工タイプは，浮泥・底泥を浚
渫して添加材を混合した後，直ちに盛土材料とし
て利用を考えた工法であり，短期的な工程である．
仮置き施工タイプは，浚渫し改良の後，ストッ
クヤードにおいて一定期間の仮置きを想定してい
る．仮置き施工タイプは，まず浚渫後に一定期
間の仮置きを行ない，含水比低減効果を想定して
いる．その後に改良し，盛土材料としての利用を
考えたものである．
 調査方法
仮置き施工タイプ・は，浚渫土をストック
する状況がコスト面の検討でなおも幅広い条件を
もたらすことになり，取扱いが難しい．そこで，
直送施工タイプの考え方に基づいて，本庄江流域
に沿い有明海沿岸道路計画帯を中心とする上流側
約２．５，下流側約２０を調査の範囲とし，所定
の間隔で調査地点を設け，各調査地点における堤
内外の浮泥・底泥の堆積状況，浚渫作業エリア，
周辺道路状況等を調査した．さらに，各調査地点
において浮泥・底泥を浚渫する際の適用方法を選
定した．浚渫土量については選定した方法を考慮
し，目視，歩幅等の簡便な測量法を用いて推定し
た．しかる後に浚渫可能地点，浚渫土量，
図‐１３ 本庄江流域における
浮泥・底泥の調査地点
図‐１４ 推定土量計算の模式図
図‐１５ 直送施工タイプによる盛土施工
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浚渫方法，改良機への投入費（陸上からなる場
合および海・河川上からなる場合），改良機の
運転費（ a）浚渫船，b）バックホー，c）土質改
良機，等），改良材費，ダンプへの投入費，
ダンプトラック１０ｔ級運搬費，工事現場にお
けるブルドーザー等運転費について，各々の単価
を求めてコストを試算した．
 浮泥・底泥の堆積土量
図‐１３に本庄江流域における浮泥・底泥の調査
地点を示す．図‐１４に推定土量計算の模式図を示
す．土量の推定の際の条件は次のとおりである：
１）断面形状として，幅 b，深さ hからなる三角
形状を想定；２）堆積土量Vは，各調査地点間距
離 Lを地図上スケールで求め，次式による平均断
面法で求めた．
Vi＝ Li×（Ai－１＋Ai） ／ ２ … （式‐１）
V＝ ΣVi … （式‐２）
ここに，Ai：i地点における浮泥・底泥の堆積
帯の面積（）
本庄江流域における浮泥・底泥の堆積土量の特
徴は河口域で多く，上流域に向かうほど土量を少
なくしており，調査範囲全域における堆積土量と
しては約６２，０００の結果が得られた．
 直送施工タイプに基づくコストの試算
図‐１５に直送施工のタイプ図を，表‐３に積算資
料８）～１０）に基づくコストの試算結果を示す．２章お
よび３章までの検討事項が添加材・量の選定の根
拠となる．浚渫費については，ロングバックホー
から高濃度浚渫船へと浚渫方法が変わるにつれて
費用が約２倍～３０倍と幅広く変化する．安定処理
費について，①のロングバックホーおよび②の泥
上車＋ロングバックホーからなるフローでは概ね
￥２，０００代の費用を示すのに対し，③の高濃度浚
渫船からなるフローでは￥１，０００代と約半分まで
費用が下がる．これは，前者の１日当たりの浚渫
作業量が約８０であるのに対し，後者の場合は約
２１０であり，１日当たりの浚渫作業量を多く行
えるほど安定処理費の低下に寄与するためである．
また，ここでの安定処理機械には自走式土質改良
機を想定している．積込み運搬費について，運搬
距離が４倍から１０倍へと伸びるにつれて２倍から
３倍と費用がかさむ．最終的に建設サイトにおけ
る１当たりの材料コストとしては，２次改良が
必要になる可能性も見据え，ロングバックホーの
みの浚渫からなる一連の過程で￥３，６００～￥７，９００，
泥上車およびロングバックホーの浚渫からなる過
程で￥４，５００～￥８，８００，高濃度浚渫船からなる過
程で￥２３，３００～￥２６，７００となる試算結果を得た．
５．まとめ
本報では，浮泥・底泥の安定処理特性と直送安
定処理プロセスに基づく材料コストの試算を行っ
た．化学的安定処理による浮泥・底泥の盛土材料
化に際しては，種々の添加材の組み合わせやリサ
イクル材料の添加など多くの方法が考えられるが，
表‐３ 直送施工タイプにおける試算結果（労務費は含まず）
浚渫方法
浚渫費
（円／） 安定処理費（円／）
積込み運搬費
（円／）
敷均し・転圧
費（円／）
合計（円／）
t．１ t．１’
	超ロングバックホー ７００
t．１ ２成分石灰（３０
／） ２，３００
t．１’２成分石灰（３０
／）
一次、二次の２回 ４，８００
２．０以下 ７００
１００
３，８００ ６，３００
７．５以下 １，３００ ４，４００ ６，９００
１９．５以下２，３００ ５，４００ ７，９００
t．１ 高炉セメント B（７０
／）２，１００
t．１’高炉セメント B（７０
／）
一次、二次の２回 ４，５００
２．０以下 ７００ ３，６００ ６，０００
７．５以下 １，３００ ４，２００ ６，６００
１９．５以下２，３００ ５，２００ ７，６００
泥上車＋
超ロングバックホー
１，６００
t．１ ２成分石灰（３０
／） ２，３００
t．１’２成分石灰（３０
／）
一次、二次の２回 ４，８００
２．０以下 ７００ ４，７００ ７，２００
７．５以下 １，３００ ５，３００ ７，８００
１９．５以下２，３００ ６，３００ ８，８００
t．１ 高炉セメント B（７０
／）２，１００
t．１’高炉セメント B（７０
／）
一次、二次の２回 ４，５００
２．０以下 ７００ ４，５００ ６，９００
７．５以下 １，３００ ５，１００ ７，５００
１９．５以下２，３００ ６，１００ ８，５００
高濃度浚渫船 ２１，３００
t．１ ２成分石灰（３０
／） １，４００
t．１’２成分石灰（３０
／）
一次、二次の２回 ３，０００
２．０以下 ７００ ２３，５００ ２５，１００
７．５以下 １，３００ ２４，１００ ２５，７００
１９．５以下２，３００ ２５，１００ ２６，７００
t．１ 高炉セメント B（７０
／）１，２００
t．１’高炉セメント B（７０
／）
一次、二次の２回 ２，７００
２．０以下 ７００ ２３，３００ ２４，８００
７．５以下 １，３００ ２３，９００ ２５，４００
１９．５以下２，３００ ２４，９００ ２６，４００
※t．１：タイプ１，t．１’：タイプ１’． ※各浚渫方法における最高を赤，最低を青で示す．
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コストの視点を重ねた途端に非現実的な方法に陥
る場合が少なくない．浮泥・底泥の道路盛土材料
としての有効利用に関する今後の研究への取り組
みに際し，一定の指標を得ておきたかったのが本
報の狙いである．得られた知見を要約すると，次
のとおりである．
１）有明海湾奥部には港湾・漁港が計３１ヵ所あり，
総面積を求めると約１，８００万である．これら
に対して既存工法である深さ１の浚渫を行っ
た場合，約１，８００万の浚渫土が生じる．
２）添加材を５０および１００／添加した場合の土
量変化率を求めた結果，生石灰では前者の添加
量で０．９６，後者で０．９４を示し，以下同様に高炉
セメントB種では０．９５と０．９３，MgOの場合は
逆に１．２１と１．２５の値が得られた．生石灰と高炉
セメントB種は添加量が増えるにつれて土量変
化率が減少するのに対し，MgOの場合は添加
量が増えるにつれて増加する傾向が認められた．
３）異なる漁港における浮泥・底泥を対象に分布
調査，原位置試験，室内試験および安定処理試
験を行った結果，一口に有明海湾奥部とはいえ
安定処理効果に違いが生じることがわかった．
このことは，安定処理の際に添加材の慎重な見
極めを要するとともに，コスト面にも影響を及
ぼす要因となる．
４）直送安定処理プロセスに基づくコストの検討
から，建設サイトにおける１当たりの材料コ
ストは浚渫地点におけるロングバックホーから
なる場合が最も安価となり，ロングバックホー
と泥上車の組み合わせによる浚渫からなる場合，
高濃度浚渫船からなる場合と順次高価になる結
果が得られた．低コストにより浚渫土を盛土材
料として有効利用する場合，陸域からの浚渫を
いかに多用できるかが鍵といえる．
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